
第 92 期  中間報告書
（2015年4月1日〜2015年9月30日）

〒381-2288　長野県長野市稲里町1163番地
TEL 026-285-1111　FAX 026-285-1030
URL  http://www.njrc.jp/ （証券コード 6878）

株主メモ

事 業 年 度 ４月１日から翌年３月31日

定 時 株 主 総 会 ６月

期末配当金受領株主確定日 ３月31日
（ただし、中間配当金の支払いを行う時の受領株主
確定日は９月30日）

定時株主総会の基準日 ３月31日
その他必要のある場合は、取締役会決議によりあら
かじめ公告して臨時に定めることがあります。

単 元 株 式 数 1,000株

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号
TEL 0120-232-711（通話料無料）

証 券 コ ー ド 6878

上 場 取 引 所 東京証券取引所

公 告 の 方 法

電子公告の方法により行います。
公告掲載URL
http://www.njrc.jp/
※‌�事故その他やむを得ない事由によって電子公告による
ことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行い
ます。

（ご注意）
１．‌�株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を

開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座
を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信
託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

２．‌�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託
銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱
UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にても
お取次ぎいたします。



　当社グループは、2015年度の経営方針を「事業化力の強化」、エレクトロニクス３社（当社、日本無線（株）、上
田日本無線（株））で推進している「事業構造改革の成果実現」とし、基盤事業の強化、重点事業の成長加速に積極
的に取り組んでおります。
　事業構造改革に関しましては、日本無線（株）長野事業所の先端技術センターと生産棟が完成し、同社の長野への
人員の異動も概ね完了するなど、同社との更なるシナジー効果を追求する段階に入りました。当社グループは、同社
と業務の効率化を図るとともに、連携をさらに強化し、成果の発揮に努めてまいります。また、主要生産拠点の一つ
と位置づけている中国子会社につきましては、生産効率改善、メカトロニクス機器、海上機器の売上増加、さらには
生産品目の拡大等により収益力の向上に努めてまいります。
　さらに、新事業の事業化加速、不振事業の収益構造見直しなどを進め、収益体質の強化を図ってまいります。
　なお、当期より報告セグメントを「ソリューション・特機」、「情報通信・電源」、「メカトロニクス」に変更してお
ります。
　このような状況の中、当第２四半期連結累計期間の当社グループの連結業績は、次のとおりとなりました。
　売上高につきましては、前年同期に比べソリューション・特機およびメカトロニクスセグメントが増加し、情報通
信・電源セグメントの減少分を上回ったことにより、15,243百万円（前年同期比3.5％増）となりました。
　損益につきましては、営業利益は売上高の増加に加え、高付加価値製品の比率の増加と費用の削減などにより、
148百万円（前年同期は営業損失117百万円）となりました。経常利益は営業利益の増加に伴い、125百万円（前年
同期は経常損失187百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は92百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四
半期純損失177百万円）となりました。

事業の概況株主の皆さまへ

　株主の皆さまには平素から格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　ここに第92期第２四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年９月30日まで）の事業の概況等につきま
して、ご報告申しあげます。
　当社グループは、日本無線（株）、上田日本無線（株）とともに、新たな成長に向けた事業構造改革を推進し、各
施策に積極的に取り組んでまいりました。事業構造改革における重点施策の一つである、日本無線（株）の開発・
生産拠点の長野への移転につきましては概ね完了し、当社においても同社との事業が拡大しています。また、共同
出資している中国子会社も収益の向上が図られるなど、事業構造改革の成果が現れつつあります。
　今後、成長路線への確実な転換に向けて、選択と集中に継続して取り組むとともに、日本無線（株）、上田日本無
線（株）との連携をさらに強化し、シナジー効果を追求してまいります。
　このような状況の中、当第２四半期連結累計期間の利益につきましては、期初計画を上回り、前年同期に比べて
も大幅に改善いたしました。
　しかしながら、中間配当につきましては、現況に鑑み、誠に遺憾ながら見送らせていただくことにいたしました。
何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。
　引き続き、収益力の強化と財務体質の健全化を図り、企業価値の向上に邁進してまいりますので、今後ともご支
援を賜りますようお願い申しあげます。

2015年11月

代表取締役社長
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連結業績 セグメント別業績

■セグメント別売上高比率

　ソリューション・特機

　メカトロニクス
35.1％
28.5％

　情報通信・電源

　その他
28.7％
7.7％

※「その他」：売上高 1,172百万円、営業利益 85百万円

売上高

営業利益

5,352百万円
（前年同期比1.9％増）

236百万円
（前年同期比2.6％増）防災システム

売上高は、日本無線（株）からの生産移管などにより、
公共インフラ設備機器などの官公需通信機器の売上が
増加したことなどから、増収となりました。損益につ
きましては、高付加価値製品を中心に売上が増加した
ことなどから、前年同期に比べ増益となりました。

売上高

営業利益

4,350百万円
（前年同期比16.6％増）

32百万円
（前年同期は営業利益△０百万円）複写機・プリンタ

売上高は、複写機の周辺機器などを中心に事務用機器
の売上が増加したことなどから、増収となりました。
損益につきましては、売上高の増加に伴い、前年同期
に比べ増益となりました。

売上高

営業利益

4,368百万円
（前年同期比12.1％減）

△253百万円
（前年同期は営業利益△449百万円）

売上高は、情報機器および電源装置の売上が減少した
ことなどから、減収となりました。損益につきまして
は、アダプタ事業の収益改善に努めているものの、コ
ンシューマ電源の価格競争が引き続き厳しいことなど
から、損失を計上する結果となりました。

車載用電子部品

※当期より事業セグメントを「ソリューション・特機」、「情報通信・電源」、「メカトロニクス」に変更しております。上記、前年同期比につきましては、
前年同期の数値をセグメント変更後の数値に組み替えた上で比較しております。

ソリューション・特機
Solution / Special Equipment

情報通信・電源
Information & Communications / Power Supply Devices

メカトロニクス
Mechatronics
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■ 売 上 高 15,243百万円（前年同期比　3.5％増）

■ 営 業 利 益 148百万円（前年同期は営業損失117百万円）

■ 経 常 利 益 125百万円（前年同期は経常損失187百万円）

■ 親会社株主に帰属する四半期純利益 92百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失177百万円）
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■売上高
単位：百万円

■営業利益
単位：百万円

■経常利益
単位：百万円

■親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益
単位：百万円

第2四半期（累計） 通期



第2四半期連結会計期間末の貸借対照表
（2015年9月30日現在） 単位：千円（未満切捨）

第2四半期連結累計期間の損益計算書
（2015年4月1日〜2015年9月30日）

第2四半期連結累計期間のキャッシュ・フロー計算書の要旨
（2015年4月1日〜2015年9月30日）単位：千円（未満切捨） 単位：千円（未満切捨）

科　　　目 金　　額

（資産の部）
流動資産
現金及び預金 627,525
受取手形及び売掛金 6,517,086
電子記録債権 526,936
商品及び製品 647,784
仕掛品 4,842,851
原材料及び貯蔵品 1,423,485
繰延税金資産 16,666
その他 220,752
貸倒引当金 △1,421

流動資産合計 14,821,668
固定資産

有形固定資産
建物及び構築物 1,746,522
機械装置及び運搬具 427,614
土地 2,382,986
リース資産 264,409
建設仮勘定 15,406
その他 250,275

有形固定資産合計 5,087,215
無形固定資産 182,771
投資その他の資産
投資有価証券 243,162
繰延税金資産 32,658
その他 175,481
貸倒引当金 △12,775

投資その他の資産合計 438,526
固定資産合計 5,708,514
資産合計 20,530,182

科　　　目 金　　額

（負債の部）
流動負債
支払手形及び買掛金 3,866,729
電子記録債務 2,169,247
短期借入金 6,600,000
1年内返済予定の長期借入金 587,400
未払金 295,028
未払費用 258,510
未払法人税等 49,504
製品保証引当金 52,953
その他 455,787

流動負債合計 14,335,161
固定負債
長期借入金 437,400
繰延税金負債 40,735
再評価に係る繰延税金負債 537,079
役員退職慰労引当金 13,910
環境対策引当金 16,964
退職給付に係る負債 65,484
資産除去債務 111,775
その他 262,067

固定負債合計 1,485,417
負債合計 15,820,578

（純資産の部）
株主資本
資本金 3,649,580
利益剰余金 △817,949
自己株式 △1,814

株主資本合計 2,829,815
その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 71,118
土地再評価差額金 988,617
為替換算調整勘定 111,052
退職給付に係る調整累計額 278,630

その他の包括利益累計額合計 1,449,419
非支配株主持分 430,369
純資産合計 4,709,604
負債純資産合計 20,530,182

科　　　目 金　　額

売上高 15,243,531
売上原価 13,604,229
売上総利益 1,639,302
販売費及び一般管理費 1,490,719
営業利益 148,583
営業外収益 46,833
受取利息 192
受取配当金 3,645
受取賃貸料 17,958
貸倒引当金戻入額 189
為替差益 12,347
その他 12,500

営業外費用 70,285
支払利息 35,171
売上債権売却損 17,098
その他 18,015

経常利益 125,131
税金等調整前四半期純利益 125,131
法人税、住民税及び事業税 33,962
法人税等調整額 62
四半期純利益 91,106
非支配株主に帰属する四半期純損失 △1,254
親会社株主に帰属する四半期純利益 92,360

科　　　目 金　　額

営業活動によるキャッシュ・フロー 659,683

投資活動によるキャッシュ・フロー △279,955

財務活動によるキャッシュ・フロー △481,679

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,632

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △100,319

現金及び現金同等物の期首残高 707,844

現金及び現金同等物の第2四半期連結
累計期間末残高 607,525

連結財務諸表

第2四半期連結累計期間の株主資本等変動計算書
（2015年4月1日〜2015年9月30日） 単位：千円（未満切捨）

株　主　資　本 その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

資 本 金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 3,649,580 △910,310 △1,814 2,737,454 88,322 988,617 99,809 296,509 1,473,259 424,946 4,635,660
当第2四半期連結累計
期間中の変動額
親会社株主に帰属する四半期純利益 92,360 92,360 92,360
株主資本以外の項目の
当期間中の変動額 △17,203 − 11,242 △17,879 △23,840 5,423 △18,416

計 − 92,360 − 92,360 △17,203 − 11,242 △17,879 △23,840 5,423 73,943
当第2四半期連結累計
期間末残高 3,649,580 △817,949 △1,814 2,829,815 71,118 988,617 111,052 278,630 1,449,419 430,369 4,709,604
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第2四半期会計期間末の貸借対照表の要旨
（2015年9月30日現在） 単位：千円（未満切捨）

第2四半期累計期間の損益計算書の要旨
（2015年4月1日〜2015年9月30日） 単位：千円（未満切捨）

科　　　目 金　　額

（資産の部）
流動資産 13,056,722
当座資産 6,626,862
たな卸資産 5,903,572
その他 526,287

固定資産 5,640,711
有形固定資産 4,111,038
無形固定資産 161,400
投資その他の資産 1,368,272

資産合計 18,697,433
（負債の部）

流動負債 13,565,970
固定負債 1,516,170
負債合計 15,082,140

（純資産の部）
株主資本 2,555,556
資本金 3,649,580
利益剰余金 △1,092,208
自己株式 △1,814

評価・換算差額等 1,059,736
純資産合計 3,615,292
負債純資産合計 18,697,433

科　　　目 金　　額

売上高 12,913,790

売上原価 11,891,443

売上総利益 1,022,346

販売費及び一般管理費 1,017,656

営業利益 4,690

営業外収益 175,356

営業外費用 90,049

経常利益 89,997

税引前四半期純利益 89,997

法人税、住民税及び事業税 5,049

法人税等調整額 △665

四半期純利益 85,613

個別業績 個別財務諸表

単位：千円（未満切捨）
第2四半期累計期間の株主資本等変動計算書の要旨
（2015年4月1日〜2015年9月30日）

株　主　資　本
評価・換算差額等 純資産合計

資　本　金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,649,580 △1,177,821 △1,814 2,469,943 1,076,940 3,546,883
当第2四半期累計期間中
の変動額
四半期純利益 85,613 85,613 85,613
株主資本以外の項目の
当期間中の変動額 △17,203 △17,203

計 − 85,613 − 85,613 △17,203 68,409
当第2四半期累計期間末
残高 3,649,580 △1,092,208 △1,814 2,555,556 1,059,736 3,615,292
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■ 売 上 高 12,913百万円（前年同期比　4.7％減）

■ 営 業 利 益 4百万円（前年同期は営業損失131百万円）

■ 経 常 利 益 89百万円（前年同期は経常損失39百万円）

■ 四 半 期 純 利 益 85百万円（前年同期は四半期純損失45百万円）
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■売上高
単位：百万円

■営業利益
単位：百万円

■経常利益
単位：百万円

■四半期（当期）純利益
単位：百万円

第2四半期（累計） 通期



トピックス

事業構造改革の成果発揮に向けて

長野日本無線グループの主要拠点
（2015年９月30日現在）

会社概要
（2015年９月30日現在）

取締役・執行役員
（2015年９月30日現在）

長野日本無線株式会社　‌�［本社］（長野県長野市）

［工場］
本社工場　（長野県長野市）
飯山工場　（長野県飯山市）

［営業拠点］
東京事務所　（東京都中野区）
関西支店　（大阪府大阪市）
中部支店　（愛知県名古屋市）
信越営業所　（長野県長野市）
藤沢営業所　（神奈川県藤沢市）

［グループ会社］
〜国内〜
長野日本無線サービス株式会社　（長野県長野市）
長野日本無線マニュファクチャリング株式会社　（長野県長野市）
長野日本無線エンジニアリング株式会社　（長野県長野市）
ナガノコミュニケーションズ販売株式会社　（長野県長野市）

〜海外〜
長野日本無線（香港）有限公司　（中国香港）
深圳恩佳升科技有限公司　（中国広東省深圳市）

会 社 名 長野日本無線株式会社

英 文 社 名 Nagano Japan Radio Co., Ltd.

設 立 1949年（昭和24年）10月１日

資 本 金 3,649,580,000円

従 業 員 数 1,644名（個別703名）

本 社 〒381-2288
長野県長野市稲里町1163番地

主要な事業内容 ソリューション・特機

情 報 通 信 ・ 電 源

メ カ ト ロ ニ ク ス

親 会 社 日清紡ホールディングス株式会社

（※）当期より事業セグメントを「ソリューション・特機」、「情報
通信・電源」、「メカトロニクス」に変更しております。

（※）

取 締 役 社 長 ＊1 萩 　 原 　 伸 　 幸
取 締 役
常 務 執 行 役 員 窪 　 田 　 昌 　 治

蛭 　 田 　 公 　 広

田 　 中 　 　 　 朗

藤 　 澤 　 敏 　 彦

取 締 役 鵜 　 澤 　 　 　 静

取 締 役 佐 々 木 　 敦 　 則

取 締 役 ＊2 米 　 澤 　 義 　 道

執 行 役 員 寺 　 島 　 一 　 夫

執 行 役 員 北 　 島 　 芳 　 朋

執 行 役 員 小 　 林 　 　 　 等

＊1：代表取締役　＊2：社外取締役

監査役
（2015年９月30日現在）

常 勤 監 査 役 若　 林　 文　 男
常 勤 監 査 役 ＊ 上　 野　 秀　 次
監 査 役 ＊ 堀　 　　 正　 明
＊：社外監査役

取 締 役
執 行 役 員
取 締 役
執 行 役 員
取 締 役
執 行 役 員

株式状況
（2015年９月30日現在）

発行可能株式総数 60,000,000株

発 行 済 株 式 総 数 36,420,538株

株 主 数 2,168名

　当社グループは、日本無線（株）、上田日本無線（株）とともに新たな成長に向けた事業構造改革を推進していま
す。重点施策の一つである生産拠点の再構築につきまして
は、日本無線(株)長野事業所の先端技術センターや生産棟
などが完成し、同社の約800名の人員が長野へ移転しました。
これにより、長野の勤務者は当社グループと同社を合わせ、
約1,800名となりました。今後、当社グループは、同社と
の業務の効率化や技術シナジーの発揮に努めてまいります。
　一方、業務以外においても、リニューアルした食堂の共
用や、地域の夏祭りへの合同参加など、様々な場面で親睦
を深めています。
　我々日本無線グループは、連携をさらに強化し、事業構
造改革の成果発揮に努めるとともに、新たな成長を目指し
てまいります。

先端技術センター 生産棟

食堂 長野びんずる祭り
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